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連 結 貸 借 対 照 表 

（2025年２月28日現在） （単位：千円）

資産の部 負債の部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流動資産 15,723,446 流動負債 7,520,690 

現金及び預金 10,343,497 買掛金 5,158,669 

売掛金 1,110,570 未払費用 709,809 

有価証券 83,318 未払法人税等 414,004 

商品 3,016,230 未払消費税等 302,415 

貯蔵品 24,487 賞与引当金 171,400 

前払費用 51,609 その他 764,391 

短期貸付金 700,000 固定負債 1,029,409 

その他 393,732 長期未払金 77,537 

固定資産 40,727,783 資産除去債務 849,396 

有形固定資産 35,202,817 長期預り敷金 102,475 

建物及び構築物 11,020,811   

機械装置及び運搬具 552,947 負債合計 8,550,099 

器具及び備品 1,214,664 純資産の部 

土地 22,401,963 株主資本 47,565,808 

建設仮勘定 12,429 資本金 5,996,200 

無形固定資産 131,613 資本剰余金 6,599,920 

投資その他の資産 5,393,352 利益剰余金 34,969,688 

投資有価証券 2,198,668 その他包括利益累計額 335,321 

繰延税金資産 1,613,361 その他有価証券評価差額金 365,400 

その他 1,581,322 退職給付に係る調整累計額 △30,078 

  純資産合計 47,901,130 

資産合計 56,451,229 負債純資産合計 56,451,229 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 

（2024年３月１日から2025年２月28日まで） （単位：千円）

科 目 金 額 

売上高  92,567,224 

売上原価  70,805,190 

売上総利益  21,762,033 

営業収入  1,216,810 

営業総利益  22,978,843 

販売費及び一般管理費  20,627,381 

営業利益  2,351,462 

営業外収益   

受取利息 10,758  

受取配当金 33,425  

受取手数料 58,342  

その他 147,912 250,439 

営業外費用   

その他 1,690 1,690 

経常利益  2,600,210 

特別利益   

固定資産売却益 315  

投資有価証券売却益 2,091 2,406 

特別損失   

固定資産除却損 17,410  

減損損失 25,352  

投資有価証券売却損 4,132 46,895 

税金等調整前当期純利益  2,555,722 

法人税、住民税及び事業税 692,955  

法人税等調整額 97,427 790,382 

当期純利益  1,765,339 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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貸 借 対 照 表 

（2025年２月28日現在） （単位：千円）

資産の部 負債の部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流動資産 14,934,011 流動負債 7,359,423 

現金及び預金 9,770,614 買掛金 5,040,292 

売掛金 1,110,570 未払金 611,050 

有価証券 83,318 未払費用 709,054 

商品 3,032,218 未払法人税等 377,442 

貯蔵品 24,023 未払消費税等 297,562 

前払費用 51,609 預り金 133,645 

未収収益 85,396 前受収益 19,536 

短期貸付金 700,000 賞与引当金 170,838 

未収入金 28,483   

その他 47,777 固定負債 1,029,409 

固定資産 40,773,112 長期未払金 77,537 

有形固定資産 35,202,380 資産除去債務 849,396 

建物 10,849,777 長期預り敷金 102,475 

構築物 171,034   

機械及び装置 533,042 負債合計 8,388,833 

車両運搬具 19,905 純資産の部 

器具及び備品 1,214,227 株主資本 46,952,890 

土地 22,401,963 資本金 5,996,200 

建設仮勘定 12,429 資本剰余金 6,599,920 

無形固定資産 131,338 資本準備金 6,599,920 

ソフトウエア 107,911 利益剰余金 34,356,770 

電話加入権 23,427 利益準備金 344,822 

投資その他の資産 5,439,392 その他利益剰余金 34,011,948 

投資有価証券 2,198,668 圧縮積立金 230,550 

関係会社株式 20,000 別途積立金 27,110,000 

出資金 1,839 繰越利益剰余金 6,671,398 

長期前払費用 7,703 評価・換算差額等 365,400 

前払年金費用 72,142 その他有価証券評価差額金 365,400 

敷金 1,248,971   

建設協力金 244,941   

繰延税金資産 1,589,741   

その他 55,384 純資産合計 47,318,290 

資産合計 55,707,124 負債純資産合計 55,707,124 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

（2024年３月１日から2025年２月28日まで） （単位：千円）

科 目 金 額 

売上高  92,567,224 

売上原価  71,025,054 

売上総利益  21,542,169 

営業収入  1,219,410 

営業総利益  22,761,579 

販売費及び一般管理費  20,602,991 

営業利益  2,158,587 

営業外収益   

受取利息 10,612  

受取配当金 113,425  

受取手数料 58,342  

その他 147,714 330,096 

営業外費用   

その他 1,690 1,690 

経常利益  2,486,993 

特別利益   

固定資産売却益 315  

投資有価証券売却益 2,091 2,406 

特別損失   

固定資産除却損 17,410  

減損損失 25,352  

投資有価証券売却損 4,132 46,895 

税引前当期純利益  2,442,504 

法人税、住民税及び事業税 625,551  

法人税等調整額 98,740 724,291 

当期純利益  1,718,213 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

（2024年３月１日から2025年２月28日まで） （単位：千円）

 株 主 資 本 

 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資 本

準 備 金

資本剰余金

合 計

利 益

準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 
利 益 剰 余

金 合 計
圧 縮

積 立 金

別 途

積 立 金

繰 越 利 益 

剰 余 金 

当 期 首 残 高 5,996,200 6,599,920 6,599,920 344,822 232,147 27,110,000 5,551,435 33,238,405

当 期 変 動 額   

剰 余 金 の 配 当  △599,848 △599,848

当 期 純 利 益  1,718,213 1,718,213

圧 縮 積 立 金 の 取 崩  △1,597 1,597 －

株主資本以外の項目の当

期 変 動 額 ( 純 額 ) 
  

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △1,597 － 1,119,962 1,118,365

当 期 末 残 高 5,996,200 6,599,920 6,599,920 344,822 230,550 27,110,000 6,671,398 34,356,770

 

 

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
株 主 資 本 合 計 

そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 45,834,525 343,817 46,178,343

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △599,848 △599,848

当 期 純 利 益 1,718,213 1,718,213

圧 縮 積 立 金 の 取 崩  －

株主資本以外の項目の当

期 変 動 額 ( 純 額 ) 
 21,582 21,582

当 期 変 動 額 合 計 1,118,365 21,582 1,139,947

当 期 末 残 高 46,952,890 365,400 47,318,290

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



- 6 - 

 

個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

関係会社株式         移動平均法による原価法 

その他有価証券 

・市場価格のない株式等以外のもの 

時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

② 棚卸資産 

・商品            主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定） 

・貯蔵品           最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

・車両運搬具         定率法 

・その他の有形固定資産    定額法 

② 無形固定資産 

・自社利用のソフトウエア   社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

・その他の無形固定資産    定額法 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金           債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金           従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

③ 退職給付引当金         従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであり

ます。 

退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

 

数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理することとしてお

ります。 
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(4) 収益及び費用の計上基準 

 顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益

を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

 当社は、生鮮食品、加工食品、住居関連品等の小売業を主要業務としております。なお、当社が代理人に該

当すると判断したものについては、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純

額で収益を計上しております。 

 商品の販売については、商品の引渡時に顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると

判断しており、商品の引渡時に収益を認識しております。 

 取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。 

  

(5) 会計上の見積りに関する注記 

小売店舗に係る有形固定資産の減損 

1．当事業年度の計算書類に計上した金額 

小売店舗に係る有形固定資産の帳簿価額 27,630,416千円

小売店舗に係る減損損失 25,193千円

 

2．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

(1) 金額の算定方法 

 当社は、各小売店舗をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としてグルーピングをしており、各

資産グループの営業利益が継続してマイナスとなった場合、主要な資産の時価が著しく下落した場合、

店舗閉鎖の意思決定等により回収可能価額を著しく低下させる変化がある場合、経営環境の変化により

店舗の業績が著しく悪化した場合等に減損の兆候を認識しております。 

 減損の兆候が把握された資産グループについては、資産グループごとの翌期の予測又は適切な権限を

有する経営者の承認を得た事業計画に基づいて将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシ

ュ・フローの合計が有形固定資産の帳簿価額を下回る場合には、有形固定資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

 回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方により測定しております。 

 このうち、使用価値は、将来キャッシュ・フローを借入資本コストと自己資本コストを加重平均した

資本コスト（ＷＡＣＣ）で現在価値に割り引いて算定しております。 

(2) 主要な仮定 

 将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、小売店舗ごとの翌期における売上高、売上

総利益率、売上高販売費及び一般管理費比率の予測及び見積期間における売上高成長率であります。 

(3) 翌事業年度の計算書類に与える影響 

 上記の主要な仮定は、当社を取り巻く経営環境の変化によって影響を受ける可能性があり、不確実性

を伴うものであります。したがって、これらの仮定が変化し、翌事業年度において減損損失を認識する

必要が生じた場合には、同期間の計算書類に影響を与える可能性があります。 
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２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産 

定期預金 30,056千円

建物 1,189,647千円

土地 1,294,767千円

合計 2,514,470千円

（注）上記の建物、土地に対応する債務はありません。 

対応する債務 

買掛金 45,866千円

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 

建物 24,991,142千円

構築物 2,826,452千円

機械及び装置 1,107,954千円

車両運搬具 217,785千円

器具及び備品 8,123,278千円

 

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

① 短期金銭債権 704,800千円

② 短期金銭債務 816,894千円

 

 (4) 運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。 

 当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額の総額 10,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 10,000,000千円

 

３．損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

① 営業収益 2,780千円

② 営業費用 9,665,111千円

③ 営業取引以外の取引 82,799千円

 

(2) 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

場 所 用 途 種 類 

福岡県 

長崎県 

熊本県 

店舗 建物、器具及び備品、土地 

佐賀県 遊休資産 土地 

当社は、事業用資産である店舗については店舗ごとに、賃貸不動産及び遊休資産については物件ごとにグ

ルーピングを行っております。 
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営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである店舗及び帳簿価額に対して著しく時価が下落してい

る店舗について減損処理の要否を検討し、減損対象となった資産は帳簿価額を回収可能価額まで減額し、建

物17,287千円、器具及び備品2,943千円、土地4,962千円の減損損失を計上しております。また、時価が下落

した遊休資産について土地159千円の減損損失を計上しております。 

なお、回収可能価額が使用価値の場合は、将来キャッシュ・フローを10.82％の割引率で割り引いて計算

しております。回収可能価額が正味売却価額の場合には、不動産鑑定評価額、固定資産税評価額に基づき算

定しております。 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式   15,394,976株 
   

(2) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

イ．2024年５月17日開催第60期定時株主総会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 322,738千円 

・１株当たり配当額 20円96銭 

・基準日 2024年２月29日 

・効力発生日 2024年５月20日 

ロ．2024年10月11日開催取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 277,109千円 

・１株当たり配当額 18円 

・基準日 2024年８月31日 

・効力発生日 2024年11月１日 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

 2025年５月23日開催の第61期定時株主総会において次のとおり付議いたしました。 

・配当金の総額 492,639千円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当額 32円 

・基準日 2025年２月28日 

・効力発生日 2025年５月26日 

 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産（評価性引当額 △1,225,876千円）の発生の主な原因は、減損損失、退職給付引当金等であ

り、繰延税金負債の発生の主な原因は、圧縮積立金等であります。 

 

６．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針で

あります。 

 有価証券及び投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、上場株式については四半期

ごとに時価の把握を行っております。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 2025年２月28日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。 

 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

有価証券及び投資有価証券    

その他有価証券 2,256,421 2,256,421 － 

（注）１．「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」については、現金であること、及び短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

２．市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商

品の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 25,565

関係会社株式 20,000

 

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

時価で貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券  

その他有価証券  

株式 743,164 － － 743,164

債券 － 464,640 － 464,640

投資信託 1,048,616  1,048,616

資産計 743,164 1,513,256 － 2,256,421

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

有価証券及び投資有価証券 

  株式は上場株式であり、活発な市場で取引されているため、レベル１の時価に分類しております。

債券は市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレ

ベル２の時価に分類しております。投資信託は市場における取引価格が存在しないことから公表され

ている基準価額を用いて評価しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。 
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７．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

属 性 
会社等の

名 称 

資本金又

は出資金 

(千円) 

事 業 の 

内 容 

又は職業 

議決権等

の 所 有

(被所有)

割合(％)

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容

取 引 金 額 

(千円) 
科 目 

期 末 残 高

(千円) 

親 会 社 

㈱リテール

パートナー

ズ 

4,000,000 経営管理 

被所有 

（直接）

100.0 

資金の貸付 

役員の兼任 

資金貸付 

 

利息の受取 

配当金の支

払． 

－ 

 

2,799 

599,848 

 

短期貸付

金 

－ 

－ 

 

700,000

－

－

（注）１．資金の貸付は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

２．配当金の金額は、経営環境や業績の動向を勘案して決定しております。 

 

(2) 関連会社等 
 

属 性 
会社等の

名 称 

資本金又

は出資金 

(千円) 

事 業 の 

内 容 

又は職業 

議決権等

の 所 有

(被所有)

割合(％)

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容

取 引 金 額 

(千円) 
科 目 

期 末 残 高

(千円) 

子 会 社 ㈱青木商事 10,000 卸 売 業 

所有 

（直接）

100.0 

役員の兼任 

不動産の賃貸

商品の購入 

家賃の受取 

仕入取引 

 

配当金の受取

2,600 

9,545,111 

 

80,000 

－ 

買掛金 

未収収益 

－ 

－

816,894

2,667

－
 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

受取家賃及び仕入取引については、市場価格を参考に決定しております。 

３．配当金の金額は、経営環境や業績の動向を勘案して決定しております。 

 

８．収益認識に関する注記 

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 報告セグメント 

 スーパーマーケット事業（千円） 

生鮮食品 33,154,168 

加工食品 56,439,787 

住居関連品 2,973,264 

その他 3 

営業収入 963,568 

顧客との契約から生じる収益 93,530,792 

その他の収益 255,841 

外部顧客への営業収益 93,786,634 
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(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 「重要な会計方針に係る事項に関する注記 (4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

① 契約資産及び契約負債の残高等 

 当事業年度（千円） 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 977,409 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,120,877 

契約資産（期首残高） － 

契約資産（期末残高） － 

契約負債（期首残高） － 

契約負債（期末残高） － 

 

① 残存履行義務に配分した取引価格 

 個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の簡便法を使用し、残存履行義務に関

する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の額に、取引価格に含まれていな

い重要な変動対価の額等はありません。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 3,073円62銭

(2) １株当たり当期純利益 111円61銭

 

10．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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